第６回福山市上下水道事業経営審議会議事録
１　日　　時　　２０１６年（平成２８年）１０月１８日（火）
　　　　　　　　午前９時から１２時まで
２　場　　所　　中津原浄水場　水質管理センター２階会議室
３　出席委員　　１０人（委員総数　１０人）
　　　　　　　　小川委員，小田委員（副会長），客本委員，日下委員， 河野委員
　　　　　　　　小林委員，武井委員，堤　委員（会長），橋本委員，平田委員　
　　　　　　　　（※名前は五十音順）
４　傍聴人　　２人
５　次　　第
　（１）開会

　（２）議事
【第３回福山市上下水道事業経営審議会において整理された論点】
　　　ア　上下水道事業の中長期的なビジョン（経営戦略）策定について
　　　イ　上下水道施設の設備投資（更新・耐震化）について
　　　ウ　下水道整備のあり方について
　　　エ　広報広聴のあり方について

　　　オ　官民連携，広域化について

　　　カ　工業用水道事業会計の資金の活用について

　　　キ　水道料金，下水道使用料のあり方について

　（３）閉会
６　配布資料
　　・第６回福山市上下水道事業経営審議会次第
　　・福山市上下水道事業経営審議会委員及び上下水道局職員出席者名簿
　　・配席図
　　・福山市上下水道事業中長期ビジョン（経営戦略）【最終案】
　　・口径別水道料金の他都市比較
　　・国庫補助，一般会計繰入金について

　　・上下水道事業の財政見通し

　　・福山市上下水道局広報広聴活動戦略（案）
７　議事録
（１）上下水道事業の中長期的なビジョン（経営戦略）策定について
第５回審議会及びその後に各委員から出された意見・指摘を反映して作成した「福山市上下水道事業中長期ビジョン（経営戦略）」の最終案を提示し，説明した。また，上下水道事業の財政見通しについて説明した。
その後，次の内容の質疑が行われた。
委　員　　　財政見通しのところは，最終的に公表するのはこれで良いと思うが，費用の内訳や前提条件となる給水人口や使用水量など，詳細なものを出してもらうことは可能なのか。この財政見通しでは大雑把すぎてよくわからないと思う。
事務局　　　給水人口や使用水量の見込み，手法ということについて，本日はまだ詳細に試算していない。第６章の経営戦略のところになるが，その部分については，これから準備して，この後説明させて頂きたい。
会　長　　　第６章の中に今ご質問の内容があるが，今日はまだ資料として出して頂けてないので，議論できない。後で出すというのはこの時間内でということか。

事務局　　　そのとおり。

委　員　　　第６章がまだ出ていないが，先程予定を聴くと11月に議会に出して，パブリックコメントに出すということである。審議会のメンバーへ，どのような形で第６章が入ったものを頂いて，それに対する意見はどのように言えばよいのか。
事務局　　　第６章の意見については，11月の建設水道委員会に提出した後，皆さんに配付し，パブリックコメントと併せて御意見を頂き，反映できるものは反映していきたいと思っている。
委　員　　　議会に出した後となるのか。それらも含めてある程度ここで議論したものを議会へ出すということではないのか。
事務局　　　これについては，第５回の審議会で経営戦略の部分は一定程度提示させて頂いている。その中でご意見，例えば，今後の厳しい財政状況の中で財源確保をどのようにするのか。また，下水道整備のあり方，施設の整備のあり方ということについても，色々ご意見を頂いている。それらも踏まえた上での第６章の作成であると考えているので，一定程度の中身については，皆さんの意見を反映していると思っている。
委　員　　　前回頂いた資料では，資源の有効活用の中で，下水道熱の利用について書かれていて，非常に関心を持って見ていたのだが，今回のところでは下水道熱について何も触れられていないようだが，それはどうしてか。
事務局　　　資源の有効活用ということで，第５章の個別施策の内容及び実施事業の「新技術を活用した資源の有効活用」のところの「今後は，下水道施設の特性を活かした下水道熱をはじめとするエネルギー利活用など，事業の効率化と経費削減につながる新技術の導入・検討を行う必要があります。」ということで，取組目標の中にも下水熱を含めた部分の検討を行うという表現にしている。

委　員　　　下水道整備区域について，合併処理浄化槽との費用比較で，３分の２が境となっているというのがあったように覚えている。合併処理浄化槽もこれからは下水が来るのであれば取り込んでいくということで，そこの考え方の整理が必要ではないかと思う。農業・漁業集落排水の考え方もここで表さないといけないのではないかという気もする。
事務局　　　「汚水適正処理の推進」ということで，公共下水道の今後の整備のあり方ということのお尋ねであると思う。これについては，今まで議論して頂いた中身を踏襲していこうと思っている。基本的には公共下水道事業というのは，市街化区域の汚水整備と考えているが，今後は周辺部にあっては人口の減少ということもあるので，ここに掲げているのは汚水処理の仕方，集落排水は別としても合併処理浄化槽と公共下水道の今後のあり方ということを見極めていく中で，整理していかなければならない。国が示す３分の２というのは，維持管理経費と建設費を合わせたもので，福山市としては，市街化区域は公共下水道，それ以外については，集合処理がいいのか，合併処理浄化槽がいいのか，という部分を判定する上で，合併処理浄化槽と公共下水道の維持管理・建設費を比較して合併処理浄化槽の３分の２以下になる区域について，下水道の全体計画区域として線を引いている。
しかし，実際にはそこの部分について，精力的に整備をしていくという考えはない。基本的には地元から，生活環境が悪いから下水道を整備してほしいという要望があった場合には,下水道を整備していく考えである。
ただ，汚水整備という全体の視点から言うと国の方も10年で概成しなさいということもあるので，ここに掲げているのは公共下水道，合併処理浄化槽，集落排水，これらが連携して福山市全体の汚水の全体最適化という視点で議論していかなければいけないということを掲げさせて頂いている。
委　員  　  合併処理浄化槽のところを全て取り込んでいくという意味で言っているのではなく，市民の立場から言うと衛生処理という面で，距離が近いようなところであれば，市街化区域以外であっても経費的に公共下水道を入れても良い。地形的に入れても良いと言われれば，やっていけば良いという考えである。少なくても市街化区域に限ってするのではなく，合併処理浄化槽区域についても取り入れて，弾力的に運用して頂くという意味で言わせてもらった。
事務局　　　今後の下水道整備も効率が良い所については整備していく計画に位置づけている。公共下水道事業はあくまでも都市計画事業で，都市計画税を頂く中で事業をしているので，市街化区域を優先しているということである。
委　員　　　市街化区域の関係で言えば，確かに都市計画税である。私が言いたいのは，市街化区域外であっても事業所税あたりを適用するとかという判断があっても良いのではないか。むやみに合併処理浄化槽の区域を取り込むというのではなく，市民の要望と効率的なところについては，公共下水道で整備しても良いのではないかと思う。
事務局　　　言われていることは十分理解できるが，事業所税は市税の一つであり，市税も今700億円程度で，今後減少していく見込みである。その整備に当たっては，やはり国の交付金であるとか補助金という財源を最大限活用する中で市民負担を軽減していくことも考えないといけないと思っている。
委　員　　　事業所税は普通税ではなく，目的税であり30数億ある。何億も使うというのではなく，数千万でもよい。税の種類が違うわけである。
事務局　　　ここの部分については，汚水処理の最適化という視点があるので，公共下水道がいいのか，合併処理浄化槽がいいのかという部分については，福山市全体の中で色々議論し，最適な汚水処理をやっていく。その時に委員言われた事業所税の活用というのも財政当局と話をしていかないといけないと思う。基本的な考え方は，財源をどうするかというのもあるが，公共下水道がいいのか，合併処理浄化槽がいいのかという議論を今まで審議会の中でも頂いているので，その部分を踏襲する中で財源も合わせて考えていきたいと思っている。
委　員　　　汚水適正処理の推進はこれで良いと思う。また，いずれ議論になると思うが，一般会計繰入，都市計画税もいくつかあるが，特定財源，目的税の関係もこれからは一緒に入れて欲しい。整理して欲しいということである。
会　長　　　委員から色々な御意見や御指摘があったが，ビジョンの中の汚水適正処理の推進についての表現は，「適正な」という表現をするということで良いか。下水道の整備のあり方については，答申の整理の仕方として，合併処理浄化槽が良いのか，公共下水道が良いのか，補助のあり方も含めて，「適正な汚水整備を進めていく」ということになると思うが，よろしいか。
　　　　　　（委員了承）

委　員　　　「人材育成・技術継承の取組」のところで，「本格的な地方分権時代の到来」という表現があるが，地方分権というのが進んでいるというのは分かるが，本格的に何が到来しているのか少し説明して頂きたい。
事務局　　　「本格的な地方分権時代の到来」については，「福山市人材育成基本方針」から引用している。今，国においても地方分権ということで取組をしている。分かり易く言えば，福山市を連携中枢都市とする備後圏域の市町と一緒になって，事業体を活性化していこうということで，経済，観光，医療等，連携してやっていく取組を進めている。そのような部分も大きい所ではないかと考えている。

市民の皆様からいうと地方分権という部分について，明確に国がやっている，或いは肌で感じるということが難しいだろうと思うが，そこについては，地方が独自に地域活性化の視点の中で，全国各地で連携中枢都市圏をつくり連携した取組を進めているということも地方分権の一つであると思っている。
委　員　　　第５章の実施事業で，１－（１）－１，１－（１）－２とか２－（１）－１という表記になっているが，目次にも載っていないので，１が何について書いてあるのか，２が何について書いてあるのかわかりにくいので，そこへ何について書いてあるのか入れると分かり易いと思った。
事務局　　　表記については工夫する。
委　員　　　「水質検査体制の強化」のところで，これまで広域での連携ということで前回まで出ていたと思うが，近隣の市町で水質検査の内容やレベルなどは同じなのか。福山市だけ突出して水道の質を高めていこうとしているのか教えて頂きたい。
また，「市街地の浸水対策」と「事故・災害時における迅速な復旧体制の整備や応援体制の確立」のところで，最近集中的に雨が降る，同じ福山市内でも降る所と降らない所があるということで，その対策については今後安心・安全を目指すということであるが，現在の状況で市街地の浸水対策は，どの程度整備を行っているか，具体的なものを教えて頂きたい。
事務局　　　水質検査体制については，水道法において水質基準として51項目の検査が定められており，それとは別に農薬類等も検査している。これについては，当然法律で定められた基準ということであるので，どこの事業体も同じである。ただ，水質検査を職員が直営で行っているのか，採水から検査まで業者へ委託するのかの違いはある。福山市上下水道局では，日本水道協会の水道ＧＬＰ（水道水質検査優良試験所規範）を取得し，より高度な検査体制をとり，水質検査結果の精度と信頼性保証の確保に取り組んでいるところであり，引き続き取組を進めていく考えである。
会　長　　　福山市だけが周辺に比べて特別のことをやってはいないということである。
事務局　　　例えば，残留塩素の本市の平均で言えば0.6～0.7mg/ℓとなっているが，厚生省（現厚生労働省）の「おいしい水研究会」では0.4 mg/ℓであればカルキ臭を感じないということである。ただ，我々も色々なイベント等で実際に試飲して頂いて，残留塩素やかび臭を感じるかどうかというアンケートを取っているが，皆さん0.6 mg/ℓぐらいであるとカルキ臭を感じないでおいしく飲んでいるという結果が出ている。当面は0.6 mg/ℓ程度を目指してやっているところある。なお，市内一律で0.6 mg/ℓということはできないため，そこについては今後の課題として認識している。
市街地の浸水対策については，時間雨量42㎜の降雨に対して耐えうる施設規模を定めている。近年，ゲリラ豪雨が頻繁に発生しているため，今の状況では浸水を完全に解消するということは難しいと思うが，一定程度の軽減を図っていくという基本的な考え方で整理しているので，浸水がないように計画的に整備を行っていきたいと思っている。
6月の大雨で山手，津之郷，佐波の地域が浸水したということで，現在，国・県・福山市の関係機関等が連携して，当該地域の浸水の軽減のあり方についての検討会を開いているところである。
実は本日9時から瀬戸川流域の検討会が開催されており，そこへ上下水道局長と工務部長が出席をして，公共下水道事業としてどのような浸水対策ができるのか。国であれば，国の所管している排水機場，樋門の施設，河川，また，県においても瀬戸川の改修をどのようにしていくのか，そうすることによってその地域一帯の浸水の軽減になるのかというような議論をしているところである。
市内全域を一遍に整備するというわけにはいかないので，公共下水道事業としてやるべきところ，それから農業用水でも雨水排除というのがある。また，県がやるべき部分，国がやるべき部分，色々分かれているが，連携して浸水被害の軽減に努めて参りたいと思っている。

具体的にどのくらい浸水被害が減るのかということは難しいが，合流式下水道の改善事業の中で大きな管を入れて，市立大学の近くにある中央ポンプ場で吐出しをしている。その管を入れることによって地域の浸水は，今まで15㎜程度で浸かっていたところは基本的には解消されたと思っている。42㎜を超えると若干は道路冠水等が発生する地域もある。

委　員　　　松永浄化センターの敷地を売却して収益が増えたという説明があったと思う。それと併せて，浸水対策をしていくにも予算が今後も増加していくと思うが，事業費に見込まれているのか。
事務局　　　松永浄化センターは汚水分の費用である。会計的には下水道会計で一緒であるが，その中で雨水に係る経費と汚水に係る経費がある。汚水に係る経費は基本的には使用者に負担して頂くということで，雨水と汚水はきっちり分けてやっているので，松永浄化センターに係る収入を雨水分に投資するということはできない。ただ，今後においては雨水の施設も機械，建物が老朽化しているので，ここについては一定程度の投資を考えていかないと，皆様方の安心・安全は担保出来ないため投資を惜しまずやっていく考えである。そこについては，税での対応になっているので，市の財政当局と話をする中で事業費を確保していく考えである。
会　長　　　ちょっと気づいたが，「水質検査体制の強化」のところで，「工業用水道や下水道の水質検査についても，水道と同レベルの検査水準とするため，検査機器の整備や検査体制を確立する」という表現となっているが，「水道と同じ検査水準」ではなくて「工業用水や下水道にとって必要な最低限の検査体制を整備していきます」という意味でよろしいか。
事務局　　　これでは勘違いされるので，表現を改める。
会　長　　　ビジョンについては，色々議論して頂いたということで，このビジョンを議会へ提示し，その後パブリックコメントをされるということである。委員の皆さんへは，議会へ提示された後，個別にお送りし，確認して頂いて，御意見があれば意見を頂くということである。ビジョンついては，この内容で進めて頂くということでよろしいか。
　　　　　　　　　（委員了承）
　（２）水道料金，下水道使用料のあり方について
口径別料金体系の他都市比較及び国庫補助・一般会計繰入金について説明した。
その後，次の内容の質疑が行われた。
委　員　　　福山市は，口径別料金体系へ変えていきたいということである。この口径別も様々なタイプがあって，例えば家庭なら13㎜，20㎜ぐらいということだが，13㎜と20㎜が岡山市のように大きく値段が上がっているようなところがあれば，松山市や高知市のように同じ額というところもあるし，あまり上がっていない所もある。

考え方によって様々だと思うが，口径別を検討している以上は，どのようなタイプへのスライドの仕方を考えているのか。この中で一番似たようなところがあればお示し頂きたいと思う。
事務局　　　少し誤解を招いていると思う。我々としては口径別料金体系にしたいからというのではなく，より負担の公平性を確保しようと思ったら，用途別より口径別の方が主流になっているという中で，皆様方の御意見を頂きたいという思いである。

　　　　　　全国的に口径別が主流になっている中で，我々としても口径別を検討するべきではないかという思いの中で，皆様から御意見を頂戴したいという視点である。福山市のタイプということであるがそこについては，皆様方へ提示できる中身はまだ持っていない。

会　長　　　口径別も一つの料金体系であり，他都市も多く取り入れているので，提示して頂いている。この議論としては，これまで財政のこと，将来計画，アセットマネジメントによる更新に必要な費用のことを見て頂いた上で，今後，水道料金はどうあるべきかということがある，下水道使用料もある，という前提は審議会の中でのベースですということはある。これまで議論して頂いた中で，安心・安全を担保するための今後の更新のあり方，それに係る費用。それから人口が減少していき，収入が減っていく中で，経営をきちっとして持続可能な水道を位置づけていくというようなことをベースに考えた時に，このままの水道料金のあり方で進めていくのがいいのか，もう少しこういう考え方で進めた方でいいのではないか，というような色々な御意見をこの場でお伺いできればと思っている。
委　員　　　これについては色々な見方があると思うが，今は，用途別料金体系ということである。これは，口径に関わらず共通して負担するという観点からは，公平・公正とも言えると思う。
今の経営状況から見ると，口径の大きいところにその分を多く負担してもらうという観点から言えば口径別への推進というのは良いのではないかと思う。ただ，そこの考え方というのは，出すときにはしっかりとした考えを出さないといけない。以前は用途別だったものを口径別に変えるという形になるから，そこの考え方というものはしっかり持って頂きたい。私は，口径別料金体系というのは，時代に合うような内容だと思う。
会　長　　　考え方の順番として，水道料金・下水道使用料のあり方をどうしたらよいのか，整理していきたいと思う。これまでの議論を踏まえて，今後，水道事業や下水道事業を持続可能なものにしていくために，水道料金や下水道使用料は，このままで良いのかというところから議論をしていきたいと思うがどうか。
色々な考え方があるかと思う。今までの説明の中で今後，更新費用というのは間違いなく出てくる。アセットマネジメントを考慮して更新投資を抑制・平準化した形で，今後これくらいの費用が想定される。
その中で安心・安全を担保していくとこれぐらいは投資していかなくてはいけない。それを投資していく。それは支出の部分で，今度は収入の部分は，公営企業として水道料金で賄っていく。そうすると水道料金は，人口・給水人口が減っていけば，収入が減っていく。それが財政収支で見ると数年後に資金が枯渇する状況になる。というのが，これまでの説明と意見を確認した内容であるかと思う。その中で今後どのような考え方があるのか。

その内の一つが
・このまま料金を据え置くと更新投資ができない。そうすると，安心・安全が担保できないことになるが，それで良いのか。いやそうではない。
というご議論がある。
それから，思い切って設備投資をしていかなければいけないということであれば，

・更新のため企業債の借入額を増やす。そうすると借金が増えていく。そうするとどこかで誰かが支払わないといけない。子や孫の世代へ負担がいずれは来る。負担を先延ばしにするということになる。
もう一つは，

・現段階で料金を少し見直して，現在も将来も含めて負担を平準化していく。
ということが考えられる。そのような整理ができると思う。
そのようなことを踏まえてご議論をして頂きたいと思う。
委　員　　　今，たちまちということになると，投資を抑制するとかで対応できるが，50年後，100年後という長い目で見ると更新をしないといけない。しかし，人口減少の中で将来負担が増加することは目に見えている。人口がまだ多い現在の現役世代が負担していかないと，我々の子や孫に負担を残すことになり将来困るのではないかと思う。現役世代が負担していくという名目の下で値上げしていくことも考えていかないといけない。ただ，値上げした分については，今すぐ使うのではなくて，目的をもって内部留保していかないといけないと思っている。子や孫たちの代のために，芦田川の環境改善に使うとか，目的をきちっと示してその上で料金値上げが必要かなと思う。
会　長　　　持続可能な水道を担保するということにおいて，将来に必要になってくる費用も貯めていくような制度のあり方も含めて，料金の見直しを考えるべきという意見だったと思う。

　　　　　　今まで公営企業で借金をしながら，料金収入が上昇してくるという前提で進めてきたが，資金が減少してくる中で，将来必要となる一定程度の費用を担保しながら事業を進めていくということが必要ではないかということだと思う。
委　員　　　先が見えているような状況で，行き着くところまで行ってしまったら何もできない，投資できないとなると手を上げるしかない。そうなると市民サービスが低下することになる。大変な状況になるということは当然見込まれる。まだ余裕がある今のうちに早急に対応しないといけないということだと思う。ただ，値上げというと，言葉が先行して拒否反応を示される方が多いと思う。それで全体の水道料の収入を増やす，水道料金のボリュームを増やすための料金の見直しであって，見直しによって料金が増える人も減る人もいるかもしれない。それで全体のボリュームを増やしていくという方向を探していくべきではないかと思う。どういった方法があるのかわらないが，口径別料金に公平性があるのなら，公平性が保たれる方法を探っていくべきであると思う。
会　長　　　やれることは全部やった上でというのが大前提である。財政の健全化，官民連携・広域化，国庫補助や繰入をする努力などをやった上での議論となってくる。
事務局　　　料金というのは，公正・妥当かつ適正な原価が前提になっている。本来，財政収支計画期間が3年から4年あって，この期間で経費の削減等，色々な取組をする中で，それが適正な原価の位置づけになってくる。この3年間で経費を考えたときに，民間であれば利潤が出てくる。ここが内部留保となってくるところであるが，それが基本的には公営企業ではまったく考えられていない。地方公営企業法上は，事業報酬ということで適正な利潤も入れて良い，というのがあるが，そうすることによって市民負担が増えるため，利潤が無いようにすると，基本的に内部留保資金はできない。ただ，その3年間，4年間の計画期間の中で，より効率的に業務をやっていく。行財政改革を推進する中で，対象経費の削減により，利潤ではないが内部留保が出来ていたというのが現状である。
　　　　　　今までの適正な原価という考え方の中で，高度経済成長期に施設を建設して，更新という考え方がなかった。今後更新に併せ，付加価値で耐震化をしていかなければいけないということで，国の方が今後は資産維持費という，資産を維持していくための費用を料金へ上乗せしないとできないという考え方を持っている。今までは更新投資なんか考えていないので，当然内部留保もできないため，今の現行の料金では更新投資は賄えないというのが明らかであった。それを国もなかなか言ってこなかったが，最近になって将来的な更新投資の費用を今まで料金に積んでいなかったので，料金に算入していくべきであるというのが今の状況である。
委　員　　　先程会長の方から，やれることはやった上でのことだと言われたが，まさにその通りだと思う。また，経費の内訳について市民に対して明らかにする必要があると思う。これを「見える化」することによって，市民へもこんなに厳しいということを広報する取組を是非やってほしい。
会　長　　　広報広聴のあり方，すごく大事なところだと思うが，そこの御指摘である。市民に分かって頂かないと料金が上がることについて，何故かということが出てくると思う。広報広聴のあり方は，後で議論いただきたいと思う。
委　員　　　衝撃的だったのが，先月，神辺町であったが，水道管が漏水して水が吹き上げるようなことが現実としてあるのだということを改めて感じた。これまで言葉であるとか，こういうところでは聞いていたが，テレビで実際に見て，ああいうことが起こったら大変だと思った。だから更新・耐震化は適切な範囲でしっかりやって頂かないといけないということを改めて感じた。料金をどうするかということだが，この財政見通しによって後2年，3年伸びるとしても，数年の内に資金が枯渇するという状況の中では，料金の見直しは避けられないのではないかと思う。しっかり考えていかないといけない。そこを検討の対象から外すということはないと思うので，料金の見直し，値上げを考えて行くべきであると思う。
口径別とか用途別という料金体系のところは，値上げとは直接結びつかない別のものとして考える必要があるのではないかと思う。今までの用途別というのが時代に合わなくなって，口径別の方が時代に合うというのであれば，そういう形でやっていけば良いと思う。
会　長　　　水道料金の見直しについては，避けて通れないのではないか，という意見があり，審議会の中ではそういう整理をさせて頂いても良いか。
　　　　　　　（委員了承）

その後色々な考え方があり，そのうちの一つが基本料金を口径別にするということの位置づけやそれに伴って従量料金も少し見直していかないといけないということにもなるし，その時に一般の家庭の方がどういう形になるのか。料金の値上げといっても平均の値上げという表現になると思うが，そこには平均よりも多く上がる人もいれば，上がり方が少ない人も出てくるだろうし，色々なことが出てくると思う。そういう中で，口径別料金体系をどのように位置づけるのかということで，事務局から何か説明することがあるか。
事務局　　　料金の適正な原価というのは，ボリュームをどうするのかということであると思う。今後の更新投資に多額の費用が必要になる中で，将来の更新投資の財源である資産維持費をどこまで計上していくか，内部留保をどこまで確保していくのか，いわゆるボリュームのところである。
そのボリュームを決定した中で，単純に言えば伸びた分が平均改定率として出てくる。次に，会長が言われた料金体系を見直した時にどうなるのかというと，一般家庭が30％で企業が3％の改定ですという場合もあるし，逆に一般家庭が3％で企業が50％ですよという考え方もあろうかと思う。というように色々なケースが考えられるので，他都市の状況も見ながら実施していかないと，単純に変えてしまうことによってボリュームが値上げによって下がるという自治体も実際にある。そうすると料金の見直しの意味がなくなってしまうので，その辺は他都市等の状況を慎重に勘案する中で考えていきたい。
また，住民負担についても考えていかないといけないし，他都市の事例で企業の方へウエートをかけたことによって，企業が地下水へシフトして，水道についてはバックアップ程度しか使わないということで，大幅な値上げ改定は行ったものの，料金が億単位で入ってこなくなったという例もあるので，我々も慎重に検討していかないといけないと思っている。
会　長　　　水道料金，下水道使用料を含めた料金の見直しについては，具体的な考え方をしっかり検討していっていただくことが必要であるということで整理をさせて頂いてよろしいか。色々なやり方があると思うし，資産維持費というものも含めて検討する，口径別料金体系のあり方も具体的に検討するということが必要であるということで，この審議会として整理をさせて頂いてよろしいか。答申へもそのような文言を反映していくようになると思う。答申の内容は次回議論して頂くようになるが，そういう方向でまとめるということでよろしいか。
　　　　　　　（委員了承）

委　員　　　値上げによって企業が地下水へ逃げると言われたが，地下水を大量に汲み上げていいものかどうか。その場合の規制はないのかと思う。
また，口径別の料金で口径が大きいところ，小さいところという表現があるが，何をもって大きいか，小さいかというのかというのがあると思う。この中で13㎜から100㎜など色々あるが，どの辺から企業であるとか，何か目安を教えて頂きたいと思う。
事務局　　　地下水については，福山市でどれくらい使われているかはわからないが，一定程度は使われていると思う。他都市では条例等で規制をかけているところもある。国も規制をかける動きがあったと思う。そうしないと地下水が枯渇したり，地盤沈下を起こしてしまうということになるので，一定程度の規制がかかってくると思う。福山市においてどれぐらい地下水の利用があって，どういう規制がかっているのかということだが，おそらく規制がかかっていないと思う。実際に新市町は地下水が豊富な所で，水道を3割程度の住民しか使われていない状況がある。それによって地盤沈下が生じるとか，水質が悪くなるということになれば，一定の規制というのはかかってくるのではないかと思う。
口径については，一般家庭は13㎜か20㎜で，件数は13㎜の方が多いが，近年は一戸当たりの蛇口の数が増えてきているので，20㎜も増加している状況である。一般家庭でも，蛇口の数が多いところは，25㎜を使用されているところもある。40㎜以上については，ほとんどが企業であると認識している。
委　員　　　私の家の口径が何㎜なのか知らない。私のような人もたくさんいるのではないかと思う。口径別の料金体系になると，口径とは何かというところから，情報公開して頂いて，このようになるということを明確にして頂くのが重要であると思う。
事務局　　　それについては，色々な機会を通じて広報広聴する中で，皆さんに御理解いただくように取り組んでいく。
会　長　　　水道料金，下水道使用料のあり方，特に水道料金について審議会としては，口径別料金のあり方，基本料金・従量料金の単価のあり方，逓増制のあり方，資産維持費のあり方も含めて，具体的に検討を進めていくべき時期であるということを，整理させて頂いたということでよろしいか。
　　　　　　　（委員了承）

委　員　　　国庫補助金と一般会計繰入金のところで，国庫補助については返す必要がない貴重な財源であるので，漏れがないようにして頂きたい。
また，交付税についても，交付税対象を忘れてはいけない。償還金などが対象になるので，補助に限らず交付税の方も，活用するという視点も忘れないようにして頂きたい。
事務局　　　交付税の部分については，公営企業会計の視点から言えば繰出基準という部分で考えているので，当然その中に交付税は一般会計に入っている。それを財源として我々の会計へ繰り出ししているという認識でいるので，それについてはきっちりと交付税算入できるものは算入していきたいと思っている。
休憩　11：00
再開　11：10
冒頭で委員から質問のあった，財政見通しの作成に当たっての費用の内訳や前提条件となる給水人口や使用水量などの内容について，資料を配付し説明した。

その後，次の内容の質疑が行われた。
委　員　　　平成27年度については，結果的には色々な努力や知恵を絞られて8億円程度上振れしている。上振れすると言うことは良いことだが，財政見通しとして示す以上，30年，31年度に資金がマイナスになると示すにも関わらず，努力したら実はまだまだ上振れするというのでは，示す根拠として問題があると思う。31年度はマイナスになるという中で，蓋を開けてみたらまだまだ大丈夫でしたということにならないようにして頂きたい。
　（３）広報広聴のあり方について
引き続いて，「福山市上下水道局広報広聴活動戦略」（案）について説明した。
その後，次の内容の質疑が行われた。
委　員　　　意見というよりは確認したい。基本的なことであるが，目指す姿で「市民に信頼される上下水道」とか，いたるところで市民，市民が出てくるが，この市民の定義はどうなのか。ユーザーが市民だけでなく，事業所とか，いわゆる組織，市民という定義はどうなっているのか。
事務局　　　ビジョンの方は，基本は使用者であるが，水道を使っている，使っていない方の線引きをしないで，広く皆さんに伝えるべきだということで，広い意味で市民という形で使っている。
委　員　　　一般的には市民は個を指す。事業所とかそういったものは個というよりは組織である。そうであるなら事業所も市民に含まれているということをはっきり示した方がわかりやすいという気がするが，いかがか。
事務局　　　ここで言う市民の中には，使用者もあり，47万人の中で水道であれば45万人ということになる。例えば下水にしても水道にしても災害対応しているが，それは全ての市民あるいは，福山市にある全ての事業所ということになる。それをこと細かくここに表記すると分かりにくくなるということで，市民という中に使用者もあるし，事業所も全て含まれているという認識である。
委　員　　　それならどこかへ市民の定義を記載，整理された方が良いと思う。
事務局　　　ビジョンにおいては，市民(使用者)という表記をしている。使用者ということになると個ではなくて組織，団体も含まれるというイメージを持っている。どういうふうな表現をしていくか，局内で議論する中で整理していきたい。
委　員　　　発信の仕方であるが，今の時代なのでＳＮＳ，フェイスブックであるとかそういったものがあるが，若い人は検索などでうまく利用してくれるかなという気がする。
また，水道を使った時に検針票が入ってくるが，それに市民に対して直接伝えたい一言メッセージのようなものを入れるという広報の仕方もあると思う。主婦としては料金が気になるので，取りあえずちょっとでも見るものなので，そこへ何か情報が入っているとダイレクトに届き易いと思う。
アンケートというのがよく出てくるが，アンケートの対象者はどのようにして選んでおられるのか。数年前あるところで，市民アンケートをしたということで，よくよく聞いてみると，市のスタッフの家族であったり，退職者であったりで，内輪のアンケートをしているというイメージがあったので，本当の意味での一般市民といえるかどうか少し気になった。アンケートの対象者はどうやって選んでおられるのかお聞きしたいと思う。
事務局　　　検針票にお知らせ欄を設けることについては，福山市もやっている。冬であれば「凍結に注意してください」とか，その時その時に応じてコメントを入れているという状況である。
アンケートであるが，2012年12月に行った市民意識調査は，市民という定義の中で使用者を対象に，無作為抽出3,000世帯という形で行っている。
事業所アンケートについては，300事業所となっている。
委　員　　　今後は，対話型広報広聴ということだが，基本的にこれまでは対話より発信する方が強いというイメージがあった。対話ということであれば，例えばＳＮＳも活用できると思うが，逆に，自治会であるとか，町内会とか，少人数でいいので，説明会というか対話をしていくことも大きいと思う。ＳＮＳは，若い人が中心になっているので，それをしていない方にとっては見えてこない情報でもある。回覧板も町内会でされている方，されていない方がある。それぞれで情報源が違うと思うが，大きな柱の一つとしてＳＮＳもあると思うが，逆に回覧板や町内会，自治会での説明会等も活用して，大きな集まりではなかなか意見も言われないということもあるので，小規模で数多くのところで説明会をして頂けたら良いと思っている。
その説明会の時に料金表を持参して頂いて，今後料金の改定をするということが具体的に出てきた場合には，今の料金であればこのような形に変わっていくというような，丁寧な説明の場があったら良いと思う。
また先程，経営戦略のところで，やれることはやった上での料金改定というのがあったが，市民の立場から言うと，どういった形でやりきったのか，行財政改革をどうやったのか，給料面や定員管理の部分が出てくると思うが，実施時期のところで給与の適正化が期間内，定員管理の適正化が期間内と書かれているが，イメージすると決まった期限内だけのことで年数が来たらまた元へ戻るというような形に思われてしまう。
どういった工夫をしているのかが目に見えてこないと，最終的に市民のイメージからすると水道料金だけが高くなったということで，正確にお伝えできないのではないかと思う。そういう意味でも対話型の説明，広報広聴が重要になってくると思うので，少しそのあたりを教えて頂けたらと思う。
事務局　　　小規模の説明会については，出前講座というのがあるが，なかなか伝わっていないという気がした。依頼があって説明に行くというのはあるが，どのように伝えていくかはこれから考えていかないといけないと思う。
給与の適正化や定員管理を期間内でどういう取組をしているかということであるが，確かに記載していないのでわかりにくいと思うが，市全体の中で中長期定員適正化計画ということで５年間を一つの期間としてどれだけやっているかという意味である。そのあたりも発信の仕方という意味では考えなければいけないと思っている。
会　長　　　今までの広報広聴というのは，どちらかというと情報を発信するというのがほとんどで，住民の意見をどう吸い上げていくかが今後は非常に大事になってくる。そのやり方について，今後実施計画で具体的に検討するということになるのかと思う。上下水道局も限られた人員の中で全部を回るというのはなかなか難しい。その中で発信の部分やどう意見を吸い上げるのかということを実施計画の中で検討して頂くことが大事な部分かと思う。
　　　　　　　　全体を通して何かあれば出して頂きたい。
　　　　　　　　なければ，第６回審議会を終了します。
　　　　　以上で今審議会の議事が終了した。
　　　　　第７回審議会は，来年１月に開催することを確認し，第６回福山市上下水道事業経営審議会を閉会した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12時閉会）
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